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研究要旨 
新規感染予防における全世界共通の 2 大戦略は「早期診断・早期全例治療」と「高リスク者を対象

とした曝露前予防内服（PrEP）」であるが、日本においてはいずれの体制も整備されていない。特

に令和 2 年度は、新型コロナウイルス感染症の影響で、これまで予防啓発の基盤としていた MSM
コミュニティの活動も一時休止状態となり、保健所での検査機会も減少した。一方で U=U の浸透

は低く、PrEP の個人使用は増加した。また HIV 陽性者も新型コロナウイルス感染症拡大の影響を

受け、早期受診、定期受診の遅れ、受診中断が増えてくる恐れがあり、継続的に動向を把握し、対

応できる体制を整備していく必要がある。また予防啓発に関わる人が日本では圧倒的に少なく、予

防啓発の持続的展開には、コミュニティワーカーのような専門家の育成が重要である。これまでの

研究で、国内には、二つの大きな伝播クラスタが存在することが明らかとなった。一つは、中高年

で小さなグループを形成する群であり、もう一つは比較的若年で従来のコミュニティとの交流が難

しい群が想定された。これらの症例の早期発見のため、マーケティング研究の手法を用いたテキス

トマイニング調査を企画したが、コロナ禍のため実施は延期された。国立国際医療研究センターの

データによると、初診時から全例治療可能となった場合、診断後 3ヶ月で他者への感染性が失われ

ることが示唆された。予防指針において早期治療導入の検討は国が主体として取り組むべき課題と

明記されており、HIV 感染症と診断された全例が早期に抗 HIV 療法を開始し継続できるよう、認

定基準の見直し，あるいは身体障害者手帳・自立支援医療制度を補完する新たな医療費負担軽減シ

ステムの構築を進める必要がある。 
 

 

 
A．研究目的 

 世界におけるエイズ/HIV感染症を取り巻く状況は、

抗ウイルス療法（ART）の飛躍的進歩によって大きく

変貌した。ART の早期導入は、生命予後の改善ばか

りでなく、パートナーへの感染予防効果も示された。

また、抗ウイルス薬の暴露前予防（Pre Exposure 

Prophylaxis: PrEP）の有効性が証明され、WHOによ

って推奨されるようになった。一方、我が国では毎

年、エイズ発症者と HIV感染者を合わせて約 1400 名

というレベルで推移し、感染者総数は増加している。

我が国におけるエイズ対策は、後天性免疫不全症候

群に関する特定感染症予防指針（エイズ予防指針）

に沿って展開されてきたが、これらの世界の動きを

踏まえ、平成 30年 1 月 18日付けで改定された。本

研究の目的は、改定されたエイズ予防指針に基づき、

陽性者を取り巻く課題に対する各種施策の効果を経

年的に評価するとともに、一元的に進捗状況を把握

し、課題抽出を行うことで、一貫したエイズ対策を

推進するところにある。令和元年度までに「エイズ

予防指針に基づく課題の一覧表」を用いて、優先順

位が高い課題に関して、様々な専門家（医療従事者、

基礎研究者、NGO 団体関係者等）との討議を深め、

課題解決の方策の議論をおこなった。その結果、次

の予防指針改定までに議論を深めるべき優先順位

が高い課題として、1）早期診断治療のための仕組

み作り、2）エイズ発症例を含む Late Presenterに

対する対策、3) PrEP 導入を踏まえた日本における

コンビネーション HIV予防の普及の 3 課題が確認さ

れた。令和 2年度はこれらの課題を中心として研究

を展開した。 

 

B．研究方法 

エイズ予防指針に基づく課題を基礎・臨床・社会

の各分担研究者を通じて、研究協力者と各分野の視

点で整理し、課題解決のための方策について個別に

意見交換した。第 34 回日本エイズ学会学術集会に

てシンポジウムを企画し、予防指針にかかわる問題

点の整理し、市川先生と生島先生から追加のご意見

をいただいた。日本エイズ学会内に、PrEP 導入準備

委員会設置し、我が国における導入の課題を整理し

た。ART 早期治療導入の妨げとなる要因を明らかに

するため、診療録を用いた後方視的検討を行った。

近年増加を続ける伝播クラスタの背景因子調査の
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為、HIV 薬剤耐性班のクラスタについてベイズ推定

法による時間系統樹を推定し、患者背景と合わせて

解析した。また、クラスタの背景にある MSM 集団の

行動様式やグループ化傾向を知るため、NGO にヒア

リングを行った。これにより明らかとなったコミュ

ニティの把握困難な層（hard-to-reach層）への HIV

検査の普及を「当事者への検査という商品のマーケ

ティング」と捉え、発症まで検査を受けなかった心

理的特徴を検討する手法「AIによるフリーテキスト

解析」を開発した。 

変化する予防啓発の分野における PrEPやU=Uなど

の認知度に関するモニタリングのため、一般成人に

おけるインターネット調査を試みた。日本のインタ

ーネットサイトを運営する A 社が保有するアンケー

トモニター登録者を対象に二段層化抽出法を用いて

質問紙調査を 2020年 12 月に 2,000人を対象に実施

し、その結果について MSM、MSM 以外の男性、女性、

男女のセックスワーカー別（以下、属性別）に分析

を行った。 

調査方法は 47 都道府県と年齢階級によって層化

し 20歳から 59 歳の女性を比例配分し、その割合に

基づき A 社保有のニター登録者のうち 20 歳から 59

歳までの一般成人を対象に実施した。 

本調査の質問項目は婚姻状況、HIV や性感染症に

関する知識、過去 6ヶ月間の HIVやエイズに関する

対話経験、検査行動、性感染症既往歴、U=Uの認知、

PrEPに関する経験などを尋ね、分析では単純集計お

よび属性別のクロス集計を行い、カイ 2 乗検定を用

いて検討した。有意水準を 5％未満とした。データ

の集計および統計処理には IBM SPSS Statistics 23

（Windows）を用いた。    

 

（倫理面への配慮） 

 伝播クラスタ解析にあたっては、完全に匿名化さ

れた患者背景情報を用い、直接伝播の蓋然性が高い

検体対は、対象から外した。NGO へのヒアリングに

際しては、事前に伝播クラスタ解析を実施中である

こと、解析は匿名化されていることを説明したうえ

で、協力の同意を確認した。インターネット調査研

究実施については大阪青山大学研究倫理審査委員会

より実施の承認を得た。 

 

C．研究結果 

我々は、「エイズ予防指針に基づく課題の一覧表」

に基づき、これまでの HIV 感染症に関する研究、事

業、ガイドラインとの関連性を整理し、様々な専門

家（医療従事者、基礎研究者、NGO 団体関係者、行

政担当者等）との討議を深めた。その結果、次の予

防指針改定までに議論を深めるべき優先順位が高い

課題として、1）早期診断治療のための仕組み作り、

2）エイズ発症例を含む”Late Presenter”に対す

る対策、3) PrEP 導入を踏まえた日本におけるコン

ビネーション HIV予防の 3 課題が確認された。 

早期診断の標的集団を明らかにするため、AMEDエ

イズ対策研究・耐性動向班で集められた遺伝子配列

を再分析した。近年報告者の蓄積が観察されるサブ

クラスタと、2013年以降に孤発例から発生した伝播

クラスタの構成症例の背景と伝播の推定発生時期

を解析したところ、2000 年代初頭に感染し 2013 年

以降に診断されたケースと、2010年前後に急激に感

染を広げたケースの２つに大別できることがわか

った。前者は中高年の、後者は若年層の症例が多か

った。この結果について、NGO のスタッフ・当事者

にヒアリングを行った結果、近年多様化が著しく把

握の困難な層が多数存在すること、特に中年以上で

小さなグループに引きこもりがちな層と、若年層で

従来のコミュニティとの交流が難しい層の存在が

判明した。これらの中には“Late Presenter”が多

く含まれると考えられ、こうした感染者への早期検

査を推進するため、AIによるマーケティング調査を

応用したアンケート調査を企画した。HIV とは関係

ない話題について質問をして回答を得たうえで、そ

の回答を AI で解析することで、感染から検査まで

の時間と関連する回答文中の因子を探る研究であ

る。具体的には、過去 5年以内に HIV検査陽性で当

該医療機関に来診し、現在も継続して診療が続けら

れている感染者に対して、再診時または初診時に検

査機会・検査動機・検査前に持っていた HIVに対す

る印象等の HIVに関する質問と共に、本人の嗜好性

等に関する長文の回答をそのまま文章化し、そこに

現れた語彙の関連性を AI で解析する手法である。

さらに、研究倫理委員会の承認を得るための研究計

画書と、患者への十分な合意を取るための患者説明

書を作成した。 

2019年の身体障害者手帳未取得の初診例142例を

解析対象とした。初診時に抗 HIV療法が行われてい

たのは 4 例（すべて外国国籍）で，138 例（日本国

籍 112，外国籍 26）が未治療であった。AIDS 未発症

例において、診断確定から身体障害者手帳の認定要

件充足・抗 HIV 療法開始までの日数は中央値 36.5

日、基準充足から抗 HIV療法開始までの日数は中央

値 72日であった。6例が認定基準を満たさず、7例

が治療開始までの間に受診中断に至った。拠点病院

以外での HIV感染者の受け入れを妨げる要因につい

ての非専門家を対象とした Webアンケート調査を計



画した。 

社会分野として、最終年度は、改訂されたエイズ

予防指針に基づく課題を研究協力者と社会系分野の

視点で整理し、課題解決のための体制について意見

交換する予定であったが、COVID-19拡大の影響で対

面での意見交換ができず、CBO 当事者は様々な対応

に追われていた。一般人を対象としたインターネッ

ト調査の有効回答は 1,984人であり、男性 1,009人、

女性 975 人であった。このうち、同性と性交経験の

ある男性は 66 人（男性のうちの 6.5%）であった。

またこれまでに相手からお金をもらって性交渉をし

た経験を有するものは男性 46 人（男性のうちの

4.6%）、女性 53 人（女性のうちの 5.7%）であった。

HIV 検査経験は全体では 14.0%であり、MSM、セック

スワーカーで 31.8%（p<0.01）で属性別に有意差が

みられた。2020年 2 月以降に COVID-19の影響で HIV

検査の回数や頻度が減った割合は 14.0%であり、セ

ックスワーカーで 23.5%、MSM で 19.7%であった

（p<0.01）。U=Uの認知は「よく知っている」が 1.3%、

「少し知っている」が 4.8%であり、MSM では合わせ

て 33.3%と他の群より高かった（p<0.01）。PrEPに関

しては「とてもよく知っている」が 1.3%であり、使

用経験は過去現在の使用をあわせて 1.3%であった。 

 

Ｄ．考察 

エイズ流行を 2030 年までに終結することを目指

した 2016年 6月の国連総会では、目標達成に向けた

2020 年のマイルストーンとして 2020 年までに

90-90-90 の達成、及び新規 HIV 感染者を 2010 年時

点の 75%に減少させるという目標が定められた

(UNAIDSの HIV Prevention 2020 Road Map)。我が国

においては、新規感染者は 2010年から増加が止まっ

たものの、減少はしておらず、この目標の達成がで

きていない。ART に目覚ましい進歩が認められたな

かで、新規感染例として見つかってくる症例の特徴

を伝搬クラスタ解析で調べたところ、感染の増加が

観察された伝播クラスタは、主に中高年で構成され

る発症して見つかる感染者群と比較的若年のアウト

ブレイク例に大別できることが分かった。これらの

症例は、個別のコミュニティセンターにおけるヒア

リングで確認された MSM コミュニティが把握困難

（hard-to-reach 層）とする 2 類型と一致し、これ

らのグループへのアプローチが今後の予防対策の鍵

であることが示唆された。このような症例は、エイ

ズ発症者として病院やクリニックに通院している 

“Late Presenter”を含む人々であり、これらの方々

に関する研究が必要とされている。 

エイズ予防指針に掲げられた目的を達成するた

めにはすべての HIV感染者に早期治療を行うことが

必要であるが、日本において治療開始の前提条件と

なる身体障害者手帳取得のための認定基準は制度

制定当時のまま（免疫不全が進行してから治療開始）

であり、月単位での治療開始の遅れの原因となって

いる。また、予防指針には早期診断の重要性が掲げ

られているが、早期に診断された例ほど認定基準を

満たせない可能性が高いという矛盾が明らかとな

った。 

一般成人を対象とした調査を実施し、日本社会の

現状の把握を試みた。本調査の結果では HIV検査の

受検経験は個別施策層である MSM や SW で 3 割程度

であり、それ以外では１割前後であった。これは先

行研究と著変なく、定期的な受検経験も低い割合に

留まり、新規の取り込みもできていないことが考え

られる。保健所の検査キャパシティは一定に達して

いると言われているが、新型コロナウイルス感染症

拡の影響で保健所の検査キャパシティが最小にな

ったばかりでなく、MSM や SW の受検行動は減少し、

エイズ患者数の増加が示唆されている。本調査でも

HIV 検査の利用する回数が減ったと回答した人は

14.0%であり、受検経験が全体で 14.0%であることを

考慮すると、その影響は大きかったと考えられる。

一般成人を対象とした U=U や PrEP に関する認知度

調査では、対象人数が少なく集団の偏りもあるが、

U=U の認知は低く（6.1%）、一方、PrEP 使用経験は

少ないが、どの集団でもみられるようになった（全

体で 1.3%）。また、個人輸入等を通して医療者の見

守りなしに使用されている現状が示唆された。現時

点では、当事者や社会分野における専門家の意見を

踏まえた継続的なモニタリング体制がなく、評価体

制の整備や評価が政策過程に公的に活用される仕

組みが必要である。 

 

Ｅ．結論 

 HIV-1 の国内伝播クラスタの大半が縮小傾向にあ

る一方で、一部のクラスタ内や孤発例を起点として、

過去に感染し受検動機が希薄な患者群と、若年層に

よるアウトブレイク事例の 2類型でいまだ HIV伝播

が止まっていないことを示した。NGO へのヒアリン

グは、MSM グループの多様化で把握困難な層が存在

することを再確認した。MSM の多様なグループへど

うアプローチするかについて、マーケティング手法

を応用して手がかりを得るための研究手法を検討



した。この調査研究の遂行については、新型コロナ

ウイルス感染症の状況が改善し次第実施したい。 

日本において抗 HIV 療法開始の必要条件となる身体

障害者手帳の認定基準の問題が、予防指針に掲げら

れた目的を達成するうえでの支障となっており、現

状に即した医療費助成制度への修正が必要である。 

新型コロナウイルス感染症の影響で、これまで予防

啓発の基盤としていた MSM コミュニティの活動も一

時休止状態となっており、保健所での検査機会も減

少している。一方で U=Uの浸透は低く、PrEP使用も

増えてきている。また HIV 陽性者にも新型コロナウ

イルス感染症拡大の影響を受け、早期受診、定期受

診の遅れ、受診中断が増えてくることが予測される。

そのため、今後も継続的に動向を把握し、対応でき

る体制を整備していく必要がある。 

また予防啓発に関わる人が日本では圧倒的に少なく、

予防啓発を持続的に広範囲に進めるには、コミュニ

ティワーカーのような、当事者に近い専門性を持ち

つつ、当事者性を尊重し、そしてコミュニティの中

で動ける専門家の育成が重要であり、その支援策や

制度化が必要である。 
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